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『要旨』
　近年の生活保護行政は、ホームレスを無料低額宿泊施設に送り、そこで支援する流れが固
定化している。厚生労働省が2015（平成27）年に行った無料低額宿泊施設（届出施設）調査
でも、入所者の9割が生活保護行政からの紹介である。また、先行研究でも「生活保護行政
が無料低額宿泊施設への支援に依存している」と指摘しているものが多い。そして、一部の
無料低額宿泊施設がホームレスを対象とした「貧困ビジネス化」していることも大きな社会
問題といえる。さらに、施設利用者は行き場のない高齢者が多いため、入所の多くが長期化
している。
　本研究は、「何故、生活保護行政は無料低額宿泊施設の支援に依存するのか」という問題
意識から、これまでの先行研究になかった「生活支援」を多角的に分析し、首都圏で比較的
無料低額宿泊施設が多く中間的支援施設が存在しない千葉県を調査地として、以下の検証を
行った。
　1）利用者は高齢者や傷病者が多く、それらの者に対する支援として、生活保護行政が行っ
ている無料低額宿泊施設への支援は適切なものといえるのか、先行研究の分析を通じて明ら
かにした。
　2）千葉県は、東京都などにある中間的支援施設が存在しない。そのため、ホームレスを
直接無料低額宿泊施設に送り、そこで支援する流れが一般的である。そこで千葉県内の生活
保護行政の担当者に対しアンケート調査を行い、相互依存の実態を多角的に分析した。
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目次
1．…問題の所在
2．…先行研究の動向
3．…研究方法
─ 126 ─
4．…研究の背景と目的
5．…研究の視点
6．…研究の分析
7．…考……察
8．…結……論
　　おわりに
1．問題の所在
　無料低額宿泊施設は、社会福祉法第2種宿泊提供施設として、2000（平成12）年の社
会福祉基礎構造改革1）により、無料低額宿泊施設の経営の門戸が拡大し、2003（平成15）年「生
活保護制度を住居喪失者へ適用する運用緩和」が図られてから急増した。その結果適切では
ない施設経営を行う事業者が増え、厚生労働省や各自治体は法規制を図った。
　厚生労働省が2015（平成27）年6月に示された、「無料低額宿泊施設に関する調査の報告
書」（以下、「2015厚生労働省調査」と略す）によると、全国の無料低額宿泊施設数537、施設
の総入所者数15,600人のうち、生活保護行政から紹介等を受けて入所した対象者14,143人で、
実に9割以上が生活保護の受給者等であった2）。また、先行研究では、「生活保護行政が無料
低額宿泊施設への支援に依存している」と指摘するものが多い。調査地の千葉県は、東京都
や神奈川県、横浜市のように中間的支援施設がないため、生活保護行政が無料低額宿泊施設
へ、路上生活者を直接送ってしまう支援が固定化している。生活保護行政が、路上生活者に
対して、直接居宅支援（アパート支援）を行わず、無料低額宿泊施設への支援を経由する理
由を明らかにすることで、生活保護行政と無料低額宿泊施設の関係性を考察したい。
2．先行研究の動向
　無料低額宿泊施設と福祉事務所の関係性を言及する先行研究は、必ずしも多くはないが、
以下のような文献がある。
　山田（2009）は、生活保護行政の生活保護費国庫負担金について、「ホームレス扱いで3か
月以内の施設入所であれば都道府県費扱い」という点を指摘し、福祉事務所（市費）の支出
を増やさない行政上の意図的な支援を指摘している。アパート生活が可能な生活能力があり
ながら、行政の意図的な支援によって、無料低額宿泊施設への支援に導かれている可能性も
あるという。つまり、「一般住宅への転居によって、保護費負担増を軽減するために入所期
間が長期化している」点を指摘している。
　鈴木（2011）は、宿泊施設で生活しながら介護サービスを受け、介護保険料を支払ってい
る入所者が多数存在している点について、「利用者が適切な介護施設に入所できない高齢入
所者が多数存在している」点を問題とし、無料低額宿泊施設が終の棲家となり、無料低額宿
─ 127 ─
生活保護行政と無料低額宿泊施設の関係性の一考察
泊施設と福祉事務所が相互依存関係を保つと指摘している。
　小川（2010）は、同施設は一時的かつ短期入所と位置付けながら、長期入所者が増える背
景として、「1人暮らしができない高齢入所者の入所長期化で、介護が必要な高齢者が自立で
きず、施設に滞留している」点を問題として、無料低額宿泊施設と福祉事務所の関係が相互
依存であると指摘している。
　以上の先行研究において、山田の「一般市ほど都道府県費との兼ね合いで無料低額宿泊施
設への支援に偏りがある」という指摘と、鈴木と小川の指摘を含めた高齢入所者の行政サー
ビス及び支援の遅延（特養等の入所待機）で入所期間が長期化しているという点が本稿を考
察する上での課題と考えられる。
　また、2015年厚生労働省調査においても、先行研究が指摘する「福祉事務所と無料低額宿
泊施設の相互依存」という視点が、数字上において明らかになっている。
3．研究方法
　2015厚生労働省調査により、無料低額宿泊施設の現状と問題点を検証する。そして、2014
（平成26）年9月に筆者が行った「千葉県内の生活保護行政の担当者に対し、無料低額宿泊施
設に関するアンケート調査」により、相互依存の実態を「生活支援」という視点を絡め、多
角的に分析を行った。千葉県を調査地とした理由について、千葉県は他の自治体に存在する
中間的支援施設がないため、ホームレスを直接無料低額宿泊施設へ送り、そこで支援する流
れが一般的となり、支援が固定化しているからである。
　なお、調査方法は、千葉県内全42福祉事務所を対象に郵送で回答を求めたところ、27の福
祉事務所（回答率64.3%）から回答があった。調査を実施するにあたり、東洋大学大学院倫
理審査規定に基づき、倫理審査委員会の承認を得て調査を行った。
4．研究の背景と目的
　（1）背景
　無料低額宿泊施設は、2003（平成15）年、生活保護制度を住居喪失者へ適用するという運
用緩和が図られてから急激に増加した。そして、貧困ビジネスと言われる悪質な施設が急増
したため、厚生労働省と各自治体はガイドラインを制定し規制を図った。貧困ビジネスとは、
その用語の提唱者である湯浅（2008）によれば、「貧困層をターゲットとして、かつ貧困か
らの脱却に資することなく、貧困を固定化させるビジネス」のことを示す。
　一般的に「良い」とされる無料低額宿泊施設は、住居喪失者への運用緩和以降、国や自治
体の基準通りに届け出を済ませ運営する。しかし、「悪い」とされる施設は、国の基準を遵
守することなく、無届のまま運営している。例えば、良い事業者の代表例としてＡ法人があ
げられる。Ａ法人3）は、「行き場のない人々の生活支援を、最後のセーフテイネット」として、
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バブル経済崩壊後の路上生活者の支援事業者として積極的に展開してきた（小川2010）。
　2015厚生労働省調査では、社会福祉法第2条第3項に規定されている第2種社会福祉事業を
行う施設として届出された施設567、届出されなかった無届施設は、届出施設と比較して3倍
以上の施設数が存在する4）。本研究では、無料低額宿泊施設として届出があった施設と生活
保護行政（福祉事務所）との関係性について考察する。
　無料低額宿泊施設に関する国の指針は「社会福祉法第2条第3項に規定する生計困難者のた
めに無料又は低額な料金で宿泊所を利用させる事業を行う施設及び運営について」（2003年7
月31日、社援発第0731008号）により規定されている。しかし、ガイドライン（指針）は「地
方自治法第245条の4第1項の規定による技術的助言」であり、法律的な拘束力は伴わない。
　福祉事務所は、無料低額宿泊施設に対する国等のガイドラインで、届出施設の良し悪しや、
無届施設の目安がわかるようになった。しかし、届出施設のみを利用しているとは限らず、
届出施設が満室の時など、やむをえず無届施設を利用しているとされる（後藤2014）。
　2015厚生労働省調査によると、一部の施設では生活支援や就労支援に積極的に取り組む施
設もあれば、「貧困ビジネス」という言葉に象徴されるように、劣悪な設備や粗末な食事の
提供、不明朗な金銭管理等、不適切な施設運営がなされていることが明らかになった。そし
て、無料低額宿泊施設を利用しようとする9割が生活保護行政（福祉事務所）からの紹介と
いう報告からも、利用者の支援を行う生活保護行政（福祉事務所）が無料低額宿泊施設への
支援が固定化している。
　山田は（2009）、生活保護行政と無料低額宿泊施設が、「何故、相互依存関係にあるのか」
について、湯浅（2008）の言葉を引用して「近年の無料低額宿泊施設の台頭について、公共
部門から行政が撤退5）、あるいはもともとの行政の不在を糧として施設側が成長する」と述
べている。
　（2）目的
　無料低額宿泊施設の利用者が、入所長期化する理由として、アパート等の賃貸物件を借り
る際に、保証人等契約行為に必要な社会的条件が不足している利用者が多いため、保証人を
必要としない無料低額宿泊施設での生活が長期化する。一方で、生活保護行政は、厚生労働
省の居宅支援の基準に沿って、居宅生活が可能かどうか判断している。
　つまり、生活保護行政が、被保護者に対して居宅生活が可能かどうか判断する基準につい
て、厚生労働省局長通知第6の4の1のキ「居宅生活ができる者の判断基準について」以下の
ように促している。「全ての居宅生活が可能と思われる該当基準を満たすことを要件に、判断
基準とするものではない」と助言している。さらに、無料低額宿泊施設から居宅保護へ移行
する場合の基準として、局長通知第7の4の（1）のカ、課長問答第7の30の6により「宿泊提
供施設、無料低額宿泊施設等を一時的な起居の場として利用する場合、居宅生活が可能と判
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断した者について居宅保護を判断する」等、無料低額宿泊施設の支援を短期間（3か月程度）
の支援としている。　なお、一時的とは、生活保護法による保護を開始してから3か月以内
を示す。厚生労働省が基準を定めている「居宅保護の具体的な目安」に基づいて、単身生活
が可能かどうか福祉事務所が判断するのである。しかし、厚生労働省の示す方針と福祉事務
所の現場の支援について、必ずしも同一方向への支援が行われていないことが考えられる。
　無料低額宿泊施設の入所要件は、「一時的な宿泊をさせる場所であって、その宿泊料金が
無料又は相当低額である」ことが条件となっている。つまり、利用料の低廉性と並び無料低
額宿泊施設の大きな特徴は「入所の一時性」である。
　しかし、生活保護行政が、ホームレス対策として、無料低額宿泊施設を「とりあえず一時
的な場所」として支援すると、3か月から半年、1年と支援期間が長期化している。
　つまり、生活保護行政が、無料低額宿泊施設を一時的な居場所であると知りながら、利用
者への支援を長期化させることは、自立助長の制度的視点からも矛盾が生じる。
　そこで、筆者が2014（平成26）年9月に「千葉県内の生活保護行政の担当者に対し、無料
低額宿泊施設へのアンケート調査」を実施し、先行研究では分析されていない生活保護行政
の「生活支援」に着眼して、多角的な分析を行った。アンケートの方法として、千葉県内
全42福祉事務所（市区部）を対象に郵送で回答を求めたところ、27の福祉事務所（全体の
64.3%）から回答があった。千葉県は、他の自治体のように中間的支援施設がないため、ホー
ムレス等の対象者を直接的に無料低額宿泊施設へ支援してしまう。また、首都圏の無料低額
宿泊施設で優良とされるＡ法人が県内の無料低額宿泊施設数の8割程度存在することを注視
した。
5．研究の視点
　無料低額宿泊施設の利用者が長期入所になることについて、利用者の生活能力を問題とす
るのか、福祉事務所の支援が問題なのか、両方の視点に立つ必要がある。そのため、以下の
点を研究の視点とした。
　（1）生活保護の世帯類型6）の大半が、「高齢世帯」、「傷病世帯」であり、無料低額宿泊施
設の利用者は、高齢や傷病による健康上の問題を抱えていることが多く、その全体像を把握
する。
　（2）ホームレス数の増加により、福祉事務所の現場を支援するケースワーカーの絶対数が
不足している。そのような視点において、「千葉県の生活保護行政の担当者」に対してアンケー
ト調査を試み、現状を明らかにする。
　（3）先行研究では不足していた地域（千葉県）の特殊性を踏まえた視点に立ち、さらに生
活保護行政管内に無料低額宿泊施設という支援の財源の有無で支援の違いがあるか考える。
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6．研究の分析
　（1）調査の概要
　筆者が2014（平成26）年9月に行った「千葉県内の生活保護行政に対する無料低額宿泊施
設へのアンケート調査」により、千葉県内の全42福祉事務所を対象に郵送でアンケートの回
答を求めたところ、27の福祉事務所（64.3%）から回答があった。
　調査内容は「無料低額宿泊施設への支援について」基本属性と複数回答を含め13の質問中、
42項目で回答を求めた。なお、回答のあった27福祉事務所のうち、基本属性で福祉事務所管
内に無料低額宿泊施設の有無を確認したところ、以下の3点に絞ることができた。
　①市・区部管内に無料低額宿泊施設があり、市部区部管内外に限ることなく、施設へ支援
している福祉事務所・・・14
　②管内に施設はないが管轄外の無料低額宿泊施設へ支援している福祉事務所・・・8
　③施設も対象者も存在しないと答えた福祉事務所・・・5
　以上であるが千葉県内の福祉事務所において、無料低額宿泊施設の支援する場合、3つの
支援に分類される。
　なお、調査を実施するにあたり、東洋大学大学院倫理審査規定に基づき、倫理審査委員会
の承認を得て調査を行った。
　（2）　福祉事務所と無料低額宿泊施設の関係性
　本研究では、調査内容の一部を分析し、社会福祉法第2条第3項に規定されている第2種社
会福祉事業を行う施設として届出された無料低額宿泊施設と社会福祉行政（福祉事務所）の
関係性を考察したい。はじめに、「千葉県内の福祉事務所が無料低額宿泊施設に対してどの
ようなイメージを持っているのか」複数回答で質問したところ、各福祉事務所から55の回答
があった。
①短期間の宿泊施設（3か月以内の入所）…・・・ 21…（38.2%）
②次の施設が決まるまでの中間的施設・・・・ 17…（30.9%）
③就職先が決まるまでの就労支援施設・・・・ 10…（18.2%）
④高齢者施設が決まるまでの一時宿泊施設・・・ 6…（10.9%）
⑤その他（個別対応による）… ・・・・・・・・・ 1…（1.8%）
　また、福祉事務所が無料低額宿泊施設への支援期間が3か月以上経過する理由について、
質問したところ、各福祉事務所から44の複数回答があった。
①利用者の生活能力の見極めが3か月では難しい… ・・・・・・・ 17…（38.6%）
②利用者の生活能力や日常生活動作が施設生活に適している…・・ 15…（34.1%）
③その他の理由として個別対応している・・・・・・・・・・・・ 9…（20.5%）
④ケースワーカーの日常業務が忙しい・・・・・・・・・・・・・ 2…（4.5%）
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⑤施設の長期入所を問題としていない・…・・・・・・・・・・・・ 1…（2.3%）
　以上、2点の質問を考えてみたい。福祉事務所は無料低額宿泊施設を「一時的な施設」と
理解しているが、利用者の生活能力の見極めが長引いている。次に、「福祉事務所が無料低
額宿泊施設をどのように考えているのか」多かった回答として、「3か月以内の短期間の施設
で次の居場所が決まるまで」と考えているとした回答が38（69.1%）で、「高齢者の施設が決
まるまで」と回答した数字を合わせると、8割の福祉事務所が、次の居場所が決まるまでの
繋ぎとして捉えている。次に、福祉事務所の支援が長期化する理由について回答を求めたと
ころ、「利用者の生活能力の把握が3か月では難しい」と答えた17（38.6%）と「利用者の生
活能力や日常生活動作が無料低額宿泊施設へ適している」と答えた15（34.1%）を合わせると、
7割以上の福祉事務所が、施設の入所長期化を認めていることになる。
　今回のアンケートの回答のなかで、筆者が行った基礎調査によると、回答を寄せた27の福
祉事務所中、無料低額宿泊施設入所数1,318人で、3か月以内の入所者数83人（6.0%）、3か月
以上の長期入所者が1,235人（94.0%）である。その結果から、施設を繋ぎや短期施設として
福祉事務所が捉えていたとしても、実務的な支援が困難であることが考えられる。
　（3）福祉事務所による無料低額宿泊利用者の支援方法
　福祉事務所が路上生活者の支援をする場合、居宅生活が可能か判断する目安として、厚生
労働省が示したものが表1である。なお、厚生労働省は福祉事務所に対して、面接調査時に
要保護者の生活歴、居住歴、職業歴を把握したうえで、関係機関と協議して判断することと
し、支援方法を基本項目に捉われるものではないことを促している。
　次に、表1を基準として、各福祉事務所へ「厚生労働省が示す居宅生活の判断方法を示す
基準」が守られているか質問したところ、26の福祉事務所で、上記の基準を遵守していると
いう回答だった。厚生労働省基準が守られても、何故無料低額宿泊施設への支援が長期化す
るのであろうか。以下の質問項目は、「福祉事務所が利用者に対し無料低額宿泊施設を経由
して、アパート支援することについて効果があるか」という質問をしたところ、26の福祉事
務所から複数回答があった。
①居住場所を確保するため・・・・ 26…（100.0%）
②社会性を見極めるため・・・・・ 21…（80.8%）
③通院先等を確保するため・・・・ 20…（76.9%）
④生活習慣を確保するため・・・・ 19…（73.1%）
⑤就労支援の手段として・・・・・ 16…（61.5%）
　以上の回答から、福祉事務所が無料低額宿泊施設をわざわざ経由して利用者のアパート支
援をする理由は、無料低額宿泊施設を「居住場所として確保する」ことで、「社会性の見極め」
のため、無料低額宿泊施設を「経由地」として利用している傾向がみられる。
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　福祉事務所が施設を「経由地」とすることで、社会性の見極めに必要な、利用者の通院先
の確保やアパート契約の可否等を見極め、利用者の生活能力の有無を模索する効果が考えら
れる。しかし、福祉事務所は無低額宿泊施設という「場」を確保するだけで、「利用者の社
会性の見極めが二の次」になっている可能性も否定できない。
　また、「通院先を確保するために施設を利用する」という回答から考えられることは、通
院先を確保し、無料低額宿泊施設から定期的に通院することで、入所が長期化している可能
性も高いと考えられる。
　では、各福祉事務所は、厚生労働省通知の基準により、利用者の居住支援の目安としてい
るが、どの点を重視して支援しているのか考えてみたい。以下は利用者の生活能力等につい
て2つの項目において、聞き取りを行ったものである。
ａ）利用者の基本的生活の6項目について、何を重視して居宅支援の目安とするか、
質問したところ、26の福祉事務所から複数の回答があった。
　①現在の生活状態を重視する・・・・・・ 25…（96.2%）
　②過去の生活歴を重視する・・・・・・・ 23…（88.5%）
表１　厚生労働省が示す、居宅保護の目安。
１　面接調査時の細かなヒヤリングによって得られる、
要保護者の生活歴、職歴、居住歴現在の生活状況を把握する。
２基本的項目
２－（１）金銭管理
ア　計画的な金銭の消費ができるか
２－（２）健康管理
ア　病気に対し、きちんと療養することができるか
イ　服薬管理ができるか
ウ　規則正しい生活を送る習慣が身についているか
エ　栄養バランスを考慮した食事をとることができるか
オ　病気療養のため断酒することができるか
２－（３）食事、家庭管理
ア　食事の支度ができるか
イ　部屋を掃除、整理、整頓できるか
２－（４）安全管理
ア　火の元の管理ができるか
イ　戸締りができるか
２－（５）身だしなみ
ア　外出時等きちんとした身なりをしているか
イ　定期的に入浴する習慣が身についているか
２－（６）対人関係
ア　人とのコミュニケーションが図られるか
イ　人に迷惑をかける行為をすることはないか
　生活保護手帳（2016年版）より筆者が加筆した。
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　③過去の居住歴を重視する・・・・・・・ 22…（84.6%）
　④過去の病歴や入院歴を重視する・・・・ 21…（80.8%）
　⑤利用者（相談者）の性格を重視する・・ 19…（73.1％）
　⑥過去の職業歴を重視する・・・・・・・ 17…（65.4%）
ｂ）利用者の日常的生活の6項目について、何を重視して、居宅支援の目安とするか、質問
したところ、26の福祉事務所から複数の回答があった。
　①金銭管理ができるかどうか重視する・・・・・・・・・・ 26…（100.0%）
　②健康面と服薬管理ができるかどうか重視する・・・・・・ 26…（100.0%）
　③食事面の栄養管理ができるかどうか重視する・・・・・・ 26…（100.0%）
　④安全面で火の管理ができるかどうか重視する・・・・・・ 25…（96.2%）
　⑤対人関係で近所付き合いができるかどうか重視する・・・ 23…（88.5%）
　⑥清潔感でみだしなみができるかどうか重視する・・・・・ 16…（61.5%）
　各福祉事務所が厚生労働省の基準に従いながら、ａ）を生活歴、ｂ）を生活能力として、
さらに、利用者の現在の生活能力を重視して、どの程度日常生活能力があり、居宅支援が可
能かどうか見極めようとしていることが伺える。
　例えば、金銭管理や健康（服薬）管理、食事（栄養）管理ができるかどうか考えた場合、
食事面で「自炊ができるかどうか」が、1人暮らしが可能か判断の目安となっている可能性
が高い。また、これらの項目は、日常生活能力よりも、家事能力が高いか低いか判断されて
いる。
　したがって、福祉事務所が利用者の生活歴、生活能力を現在の身体状況を考慮して、生活
支援を検討する場合、「生活能力を見極める場所」として、無料低額宿泊施設を一時的通過
施設として考えている。
　次に、一般市の福祉事務所が無料低額宿泊施設へ利用者を支援した場合、3か月以内であ
れば都道府県費用扱いとなり、市費がかからないルールとなっている。しかし、3か月以上
経過して無料低額宿泊施設で生活すると市費扱いとなる。ようするに、3か月で、無料低額
宿泊施設から居宅支援に繋げることは、ほぼ困難である。
　無料低額宿泊施設の特徴のひとつとして、施設居住費の低廉性があげられる。福祉事務所
管内に無料低額宿泊施設を有していれば、一般住宅と家賃を比較することも可能であるが、
管内に施設がないと、管轄外の施設へ依頼するため、家賃の低廉性の比較はできないことに
なる。つまり、生活保護行政（福祉事務所）は、無料低額宿泊施設の低廉性など、施設の特
徴を十分把握したうえで、居宅支援を進めることが望ましく、管内の施設の有無に限らず、
地域性を十分考慮しながら居宅支援を検討することが好ましいと筆者は考える。
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　（4）福祉事務所と無料低額宿泊施設の関係性の検証
　福祉事務所と無料低額宿泊施設の関係性を検証するため、以下の質問を試みた。「無料低額
宿泊施設からアパートへの居宅支援まで、どの程度時間を要するか」について、半数の福祉
事務所が「1年以上時間を要する」と回答している。
　筆者は、福祉事務所の支援が、利用者の生活能力を含め、職業歴や生活歴等を意識するあ
まり、利用者に見合った個別支援が行われていない可能性があると考える。併せて、福祉事
務所と無料低額宿泊施設の関係性について、厚生労働省や先行研究が示す関係性の依存以外
に、福祉事務所が無意識に無料低額宿泊施設への支援を利用者へ促している可能性も考えら
れる。
　さらに、各福祉事務所に対して、「生活保護の申請から決定まで、原則14日以内で決定し
ているか、あるいは、遅延理由を付して30日まで決定を延ばしているか」制度上の質問をし
たところ、千葉県内の都市部の福祉事務所ほど14日以内で決定し、都市部以外の福祉事務所
の方が、理由を付して30日まで先に延ばしていることが判明した。つまり、生活保護制度に
対する行政の考え方も各地域によって支援の方向性が異なることが判明した。以上の点から、
「福祉事務所と無料低額宿泊施設の関係性について」検証した結果、以下の2点が仮説として
考えられる。
　タイプ①として、福祉行政菅内に無料低額宿泊施設を有する福祉事務所では、対象者が多
い自治体ほど、施設と連携し短期間での支援を模索しようとする試みがある。
　タイプ②として、福祉行政管内に無料低額宿泊施設を有しない福祉事務所では、無料低額
宿泊施設を保有していない。よって、管外施設へ委託するので、支援の迅速性に欠け、入所
が長期化傾向に陥る。
　つまり、都市部の福祉事務所ほど路上生活者の数も多く社会的支援が徹底されているが、
それ以外の福祉事務所では、申請から決定までの迅速性に欠けるなど、保護決定までの間、「と
りあえず無料低額宿泊施設」という「場」の支援に固執する傾向がある。千葉県の支援の状
況として、県内のほとんどの福祉事務所で厚生労働省が示す居宅支援のルールを遵守すると
回答するも、厚生労働省が示す3か月での居宅支援は困難であった。しかし、「個別事情によ
り支援を行っている」と答えた福祉事務所が半数近くあったため、個々の福祉事務所におい
て支援を模索していると考えられる。
　そこで、アンケート調査の回答で、「個々の対象者の支援の状況に応じている」と回答し
たものから、「個別対応に応じて支援を模索している」と考えられる3つの福祉事務所の事例
を紹介したい。
　東葛地区に位置するＡ市では、管内に無料低額宿泊施設を有するが、福祉事務所が市内に
アパートを借り上げて、対象者に必要な支援を行っている。また、同じく東葛地区のＢ市で
は、市内に無料低額宿泊施設を有しないが、市内に宿泊施設と同等の低額な家賃のアパート
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があるため、適宜アパートへの居宅支援を行っている。Ｂ市に隣接した印旛地域のＣ市にお
いては、市内に無料低額宿泊施設を有していないため、市外の施設へ委託しているが、概ね
3か月程度で不動産業者と連携して生活保護住宅扶助基準以内の物件7）に適宜居宅支援移行
を行っている。
　以上の事例から、福祉事務所と無料低額宿泊施設の相互依存という関係性において、厚生
労働省の支援基準を目安として、千葉県内の地域性（東葛地域、印旛地域等）さらに地域内
での財源の有無によって、支援の内容が異なることが推測できる。また、事例を通じて考え
られることは、Ａ市のように、管内に無料低額宿泊施設はあるが、市の財源で民間アパート
を確保し支援を行ったり、Ｂ市やＣ市のように管内に無料低額宿泊施設が無くても、生活保
護基準以内のアパートがあれば居宅支援を積極的に行うことも可能である。
7．考　察
　無料低額宿泊施設と福祉事務所の関係性について、生活支援の手段を「生活歴」と「生活
能力」で捉えることは重要である。福祉事務所が無料低額宿泊施設への支援を固定化したこ
とで、対象者を路上から「生活能力や生活状況を見極める場所」として支援することは、「一
歩前進」と断言できる。しかし、利用者への居宅支援を行う福祉事務所の判断が遅延すれば、
長期入所という悪循環となり、利用者も将来への希望を喪失するのである。
　つまり、福祉事務所は、利用者の支援を勝手に決定するのではなく、利用者の生活能力等
を十分に観察して、迅速な居宅支援を行うことが求められる。
　アンケートの質問中、「住居のない要保護者の受け入れ先」として、「無料低額宿泊施設へ
お願いしている」と答えた26の福祉事務所は、19件（73.1%）であったが、すぐにアパート
支援を行っていると答えた福祉事務所は2件のみであった。また、救護施設への支援や社会
福祉協議会の貸し付けを受けてアパート支援を行っていると答えた福祉事務所はなかった。
さらに、社会福祉法で定められた、福祉事務所の所員の定数は、地域の事情にあわせて条例
で定めることとなっている。特に現業員（ケースワーカー）については、同法第16条において、
市が設置する福祉事務所にあっては、被保護世帯が240世帯以下である場合は3人で、80世帯
を増すごとにこれを1人加えるなど、現業員の定数を条例で定めるにあたっての標準数が規
定されている。しかし、筆者が調査した「各福祉事務所への人員数報告」によると、回答が
あった27件のうち3件は、組織として法定を超えた体制で福祉事務所を運営していた。基本
属性以外に「ケースワークの業務が忙しい」と回答した福祉事務所は2件しかなかった。
　このように、日常の福祉事務所の運営体制やケースワークの業務が多忙であるという理由
で、無料低額宿泊施設への支援が遅延しているとは必ずしも言えない。千葉県内の一部の地
域のように「もう一歩前に踏み込んだ生活支援」が利用者に対して行われていないと考えら
れる事例もある。
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　路上生活者の支援については、居住面を中心に、健康面、経済的な支柱、人々が地域社会
で失われた信頼や基礎的な生活を得ていくための支援が必要である。
　また、先進的事例として、以下のような取り組みも行われている。先駆的ＮＰＯ法人とし
て取り上げたＡ法人の報告書によると、近年、Ａ法人は生活保護行政と連携し「居宅生活支
援事業」の契約を結び、路上生活者が地域生活をするための準備期間の支援を始めている。
居宅生活支援事業とは、福祉事務所が無料低額宿泊施設と委託契約を結び、利用者が居宅生
活移行支援専門員の生活支援を受け、円滑に居宅生活へ移行することを目的としている。
　しかし、本事例のように、法人と首都圏の生活保護行政が委託契約を結んでいるのは僅か
である。行政と法人の委託契約の条件として、利用者の契約の意思が必須であるが、福祉事
務所管内に支援を行う法人が所在することも、切れ目のない支援を行う上で重要である。生
活保護行政の生活支援は、路上生活者に限るものではないが、「場の保障を優先」するよりも、
利用者の生活歴や生活能力に見合った生活支援が求められる。
8．結論
　福祉事務所の生活支援は、表1による厚生労働省が示す居宅生活の判断方法の基準に沿っ
て支援している。福祉事務所は、利用者の「生活能力」に残された力量を見極めながら、利
用者に対して個別支援を行うのである。しかし、実際の福祉事務所は、利用者に対する生活
支援を行うとき、利用者の生活能力の見極めを行う目的で、わざわざ無料低額宿泊施設を経
由している。また、福祉事務所の生活能力の見極めが長引くほど、入所期間が長期化してし
まう。福祉事務所が、利用者への支援の見極めを十分に行っていない可能性は否定できない。
本研究で明らかにしたかった2点について、振り返ってみたい。まず、「福祉事務所が利用者
に対して、無料低額宿泊施設への適切な支援を行っているのか」について、先行研究や筆者
の調査から、福祉事務所が「とりあえず施設」感覚で支援を行っている現状が明らかになった。
そのため、利用者の入所期間の長期化が進むほど、福祉事務所側は、無料低額宿泊施設とい
う「場」へ送るパターンが常態化する。しかし、利用者にとっては、入所が長期化するほど
将来の展望を失う恐れがあり、その点で適切な支援が行われているとは言えなかった。利用
者が入所契約を結ぶ際に、利用者に契約能力が有るか無いかを確認することは、今後の検討
課題であろう。
　次に、生活保護行政と無料低額宿泊施設の関係性を明らかにするうえで、千葉県を調査地
とし、相互依存を多角的に分析した。その結果、先行研究や厚生労働省のデータの通り、千
葉県内でも同様の傾向が見られた。しかし、各福祉事務所が個別支援を工夫することで、相
互依存を解消できる事案が散見された。また、「とりあえず無料低額宿泊施設」という支援
が定着していることが明らかになった。
　そこで筆者は、現状の改善策として、福祉事務所が利用者を無料低額宿泊施設へ支援する
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場合、福祉事務所内で以下の点を注視しながら支援を限定すべきであると提言したい。
①無料低額宿泊施設への生活支援が必要な対象者かどうか、支援の前に再検討する。
②利用者の自立助長の視点に立ち、入所後も適切な支援が行われているか再検討する。
③利用期間が長期間となっている利用者を、適切な転居支援へ移行するよう再検討する。
　以上は、本研究の先行研究や筆者が行った調査結果により、回答をいただいた各福祉事務
所の諸事情を踏まえた提言である。
　最後に、本研究はあくまでも、無料低額宿泊施設を居所とした利用者の「自立期」を支援
することに焦点化した。地域社会での生活を始めるうえでの「移行期」の支援については、
生活保護行政が可能とする支援の力量が求められる。厚生労働省が示す「決して単一的な支
援に陥らず多角的な支援を行う」のであれば無料低額宿泊施設利用者においても、関係機関
の連携強化を図るうえで、在宅支援の「自立期」から「移行期」さらに地域での「安定期」
を確立できるよう、社会福祉行政を見直すことが求められる。
おわりに
　本研究において、福祉事務所が利用者の生活支援の手段を、無料低額宿泊施設を経由する
理由について、施設（場）を利用して、利用者の生活能力の見極めを行う「試用期間」とし
ていることが判明した。また、筆者が行った調査や先行研究から「生活保護行政が無料低額
宿泊施設への依存している」ことは解明できた。生活保護行政が無料低額宿泊施設という「場」
を利用して、路上生活者等の支援を行ってきたことは、前向きに捉えれば大きな前進である。
しかしながら、相互依存の改善において取り組むべき課題は多い。福祉事務所は利用者への
支援や人生に真摯に向き合うべきであり、機械的な支援に留まらないよう、常に注意を払う
必要がある。
　なお、本研究の課題として、千葉県の一事例に限った点を挙げなければならない。千葉県
内の無料低額宿泊施設側に立った調査も必要であった。今後、福祉事務所と無料低額宿泊施
設の関係性を考察する上で、対象者のライフヒストリー分析を十分に精査したい。利用者の
自立期において、地域生活の支援を熟慮し、地域生活の「移行期」に繋ぐ支援を模索しなが
ら、地域の孤立を防止し、見守りを強化する「場」を共有することで、福祉事務所と無料低
額宿泊施設の相互依存の脱却につながると考える。
1）…社会福祉事業法の改正により、1951（昭和 26）年以来の社会福祉法を改正し、社会福祉事業、
社会福祉法人、措置制度など社会福祉の共通基礎制度について、増大多様化が見込まれるとして
見直しを行った。
2）…厚生労働省が 2016（平成 28）年 8 月 25 日付け公表した 2015 年 6 月データによる。2011 年前回
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調査に比べ、施設数は 49、施設利用者は 804 人、保護受給者数は 353 人増えた。
3）…首都圏の無料低額宿泊施設…の 3 割をＡ法人（ＮＰＯ法人）は運営している。近年では福祉事務
所と連携して居宅移行支援事業を推進するなど、幅広い活動を行っている。なお、2015 年厚生労
働省調査によれば、537 施設の内、ＮＰＯ法人の経営は 413（76.9%）である
4）…2015 年厚生労働省のデータによると、無届施設の発表はないが、2010 年調査では届出施設 488
に対し、無届施設 1,314 であった。
5）…社会福祉基礎構造改革以前の路上生活者の支援の中心は救護施設であり、その責務を国が行っ
ていた。全国救護施設協議会によると、救護施設は、身体や精神に障害があり、経済的な問題を
含め日常生活を送ることが困難とされる人たちを、憲法第 25 条及び生活保護法第 38 条に基づき、
健康で文化的な最低生活を保障する施設である。現在の経営母体は、社会福祉法人が 7 割、その
他行政組合や社会福祉事業団での運営が 3 割とされる。
6）…厚生労働省の統計によると、全国の生活保護受給者のうち、高齢者世帯が 50％前後で、以下傷病・
障がい世帯が多い。
7）…生活保護法による住宅扶助の基準は平成 27 年 7 月新基準に改定されたが、調査時は旧基準であ
る。ちなみに A,B 市は 2 級地で単身 46,000 円、C 市は 3 級地で単身 37,200 円が上限である。
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A Study on the Relationship Welfare Office and
Low-price Accommodation
ITABASHI,…Fuminori
In…recent…years,…low-price…accommodation…facilities…are…becoming…social…problem…as…Public…
Assistance…for…homeless…people.……In…the…previous…research,…the…welfare…office…depends…on…
the…support…of…the…low-price…accommodation…facilities.……Therefore,…the…writer…investigated…
low-price…accommodation…in…the…local…governments…in…Chiba…prefecture.
1）The…writer…tried…to…clarify…whether…the…support… to… low-price…accommodations…which…
the…welfare…government…performs…is…carried…out…appropriately.
2）The…writer…have…analyzed…the…actual…situation…in…Chiba…to…support…a…homeless…person…
low-price…accommodations…from…different…perspectives.
Key…Words:… low-price…accommodation…facilities,……public…assistance,……
… life…support
